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平成２４年度政府予算案等について 

 

日 頃 か ら 大 阪 府 政 の 推 進 に 御 支 援 を 賜 り 、 厚 く 御 礼 申 し 上 げ ま す 。 

現 在 、本 府 で は 、政 府 予 算 案 等 を 踏 ま え 、平 成 ２ ４ 年 度 の 大 阪 府 予

算 編 成 作 業 を 行 っ て い る と こ ろ で す 。今 般 、国 が 掲 げ ら れ て い る 施 策

の う ち 、府 政 運 営 に 特 に 影 響 を 与 え る 喫 緊 か つ 最 重 要 の 事 業 に つ い て 、

下 記 の と お り 要 望 い た し ま す 。  

 

平 成 ２ ４ 年 ２ 月  

大 阪 府 知 事  松 井  一 郎  

 

 

記  

 

 

１ ． 大 都 市 制 度 に 関 す る こ と  

 本 府 で は 、大 阪 市 と 協 力 し て 、広 域 行 政 ・ 二 重 行 政 の 仕 分 け や 府

市 共 通 で 取 り 組 む べ き 政 策 な ど 、重 要 事 項 に つ い て 様 々 な 検 討 を 進

め て い る 。併 せ て 、大 阪 に 相 応 し い 大 都 市 制 度 の 実 現 に 向 け て 検 討

を 進 め て い る 。  

今 後 、そ れ ら の 検 討 を 踏 ま え 、国 に 対 し て 必 要 な 提 案 を 行 う こ と

と し て い る が 、国 に お い て も 、地 方 制 度 調 査 会 に お け る 大 都 市 制 度

の あ り 方 議 論 の 中 で 、こ れ か ら の 時 代 に 相 応 し い 大 都 市 制 度 に つ い

て の 議 論 を 深 め 、大 都 市 自 治 制 度 に 関 す る 関 係 法 令 の 改 正 に 向 け た

検 討 を 進 め る こ と 。  

≪内閣府・総務省≫ 

 

２ ． 総 合 特 区 制 度 に 関 す る こ と  

 昨 年 12 月 22 日 、関 西 ３ 府 県 ３ 政 令 市 で 共 同 申 請 し て い た「 関 西

イ ノ ベ ー シ ョ ン 国 際 戦 略 総 合 特 区 」に つ い て 、国 の 指 定 を 受 け た と

こ ろ で あ る 。  

特 区 指 定 が 大 阪・ 関 西 経 済 再 生 、ひ い て は 我 が 国 経 済 の 競 争 力 強

化 に 向 け た 起 爆 剤 と な る た め に は 、特 区 申 請 に 盛 り 込 ま れ た 事 業 を

ス ピ ー ド 感 を 持 っ て 、 か つ 効 果 的 に 推 進 で き る こ と が 重 要 で あ る 。 



 

 

こ の た め 、提 示 し た 規 制 ・ 制 度 の 特 例 措 置 、税 制 ・ 金 融 上 の 支 援 措

置 に つ い て 、国 と 地 方 の 協 議 会 等 に お い て 、内 閣 府 が 総 合 調 整 機 能

を 最 大 限 発 揮 し 、と り わ け 、規 制 ・ 制 度 の 特 例 措 置 に つ い て は す み

や か に 実 現 す る こ と 。ま た 、我 が 国 産 業 が 、厳 し さ を 増 す 海 外 と の

競 争 に 勝 て る 環 境 づ く り と し て 、法 人 税 の 更 な る 優 遇 措 置 を 含 め て 、

総 合 特 区 制 度 の 一 層 の 充 実 に 努 め る こ と 。  

 併 せ て 、泉 佐 野 市 と 共 同 申 請 し 、国 の 指 定 を 受 け た『 国 際 医 療 交

流 の 拠 点 づ く り「 り ん く う タ ウ ン ・ 泉 佐 野 市 域 」地 域 活 性 化 総 合 特

区 』に つ い て も 、特 区 申 請 に 盛 り 込 ま れ た 事 業 を ス ピ ー ド 感 を 持 っ

て 、か つ 効 果 的 に 推 進 で き る よ う 、提 案 し た 規 制 の 特 例 措 置 等 の 早

期 実 現 を 図 る こ と 。  

≪内閣府≫ 

 

３ ． 災 害 廃 棄 物 の 広 域 処 理 に 関 す る こ と  

  東 日 本 大 震 災 で 発 生 し た 災 害 廃 棄 物 の 広 域 処 理 に つ い て 、住 民 や

関 係 者 の 理 解 を 得 る た め に も 、早 期 に 海 面 の 管 理 型 処 分 場 に 関 す る

安 全 性 や 考 え ら れ る 最 終 処 分 の 手 法 に つ い て 、 見 解 を 示 す こ と 。  

  ま た 、焼 却 施 設 や 埋 立 処 分 場 周 辺 の 住 民 へ の 理 解 を 得 る た め 、国

が 示 す 放 射 性 物 質 に か か る 測 定 頻 度 以 上 の 取 組 み な ど に 要 す る 費

用 に つ い て 、 全 額 国 が 負 担 す る こ と 。  

≪環境省≫ 

 

４ ． 地 域 自 主 戦 略 交 付 金 に 関 す る こ と  

 「 地 域 自 主 戦 略 交 付 金 」の 配 分 に あ た っ て は 、大 都 市 に お け る 基

盤 整 備 等 の 意 義 や 役 割 を 十 分 考 慮 し 、本 府 事 業 が 安 定 的 か つ 確 実 に

実 施 で き る よ う 必 要 額 を 確 保 す る こ と 。ま た 、地 方 自 治 体 の 自 由 度

を 確 保 す る た め 、補 助 要 綱 等 に よ る 過 度 の 義 務 付 け・ 枠 付 け を 廃 止

す る こ と 。  

な お 、今 後 こ の 交 付 金 は 、最 終 的 な 税 源 移 譲 に つ な が る 過 渡 的 段

階 の 制 度 で あ る こ と を 明 確 に 位 置 付 け 、税 源 移 譲 後 の 姿 と 整 合 す る

よ う 、人 口 要 素 な ど 地 域 の ポ テ ン シ ャ ル を 表 す 指 標 に よ る 配 分 の 仕

組 み に 改 め る こ と 。  

≪内閣府≫ 



 

 

５ ． 国 出 先 機 関 の 原 則 廃 止 に 関 す る こ と  

 国 の 出 先 機 関 の 原 則 廃 止 に つ い て は 、１ 月 ２ ４ 日 の 施 政 方 針 演 説

に お い て 、具 体 的 な 制 度 設 計 を 進 め 、必 要 な 法 案 を 今 国 会 に 提 出 す

る 旨 、首 相 が 表 明 さ れ た と こ ろ で あ り 、関 西 広 域 連 合 へ の 国 出 先 機

関 の 権 限・財 源・組 織 の 一 括 移 管（ 丸 ご と 移 管 ）の 早 期 実 現 に 向 け 、

取 組 み を 進 め る こ と 。  

な お 、国 の 関 与 を は じ め と す る 諸 課 題 の 具 体 的 な 検 討 を 行 う に あ

た っ て は 、地 域 主 権 改 革 の 趣 旨 を 踏 ま え 、国 出 先 機 関 を 地 方 の ガ バ

ナ ン ス の 下 に 置 く こ と を 前 提 に 進 め る こ と 。  

≪内閣府≫ 

 

６ ． 高 校 生 修 学 支 援 基 金 に 関 す る こ と  

 「 高 校 生 修 学 支 援 基 金 」に つ い て は 、事 業 実 施 期 間 の 延 長 は 認 め

ら れ た も の の 、依 然 、基 金 取 り 崩 し 対 象 が 限 定 さ れ て い る こ と か ら 、

私 立 高 校 生 の 修 学 支 援 を 確 実 に 推 進 す る た め 、非 課 税 の 所 得 層 や 家

計 の 急 変 が あ っ た 世 帯 等 に 限 定 さ れ て い る 補 助 単 価 の 増 額 分 の 基

金 取 崩 し 対 象 を 、 所 得 中 位 層 （ 年 収 609 万 円 ） ま で 拡 大 す る こ と 。 

≪文部科学省≫ 

 

７ ． 阪 神 都 市 圏 の 高 速 道 路 の 料 金 体 系 等 に 関 す る こ と  

 阪 神 都 市 圏 の 高 速 道 路 に つ い て 、利 用 し や す い 料 金 体 系 と な る よ

う 、国 と 地 方 の 検 討 会 等 に お い て 、ネ ク ス コ 等 も 含 め た 料 金 体 系 一

元 化 の 具 体 化 に 向 け 、そ の 実 現 に つ な が る 償 還 ス キ ー ム の 見 直 し 検

討 を 早 急 か つ 着 実 に 進 め 、ミ ッ シ ン グ リ ン ク の 整 備 等 を 行 え る 新 た

な 仕 組 み を 作 る こ と 。  

 ま た 、新 名 神 高 速 道 路 に つ い て は 、国 に よ る 新 た な 予 算 措 置 を 必

要 と し て い な い こ と か ら 、全 線 早 期 完 成 に 向 け 、速 や か に 未 着 工 区

間 の 着 工 判 断 を 行 う こ と 。  

≪国土交通省≫ 

 

 

 

 



 

 

８ ． 個 所 付 け に 関 す る こ と  

全 国 枠 で 措 置 さ れ て い る 事 業 の う ち 、府 民 生 活 の 安 全・安 心 確 保

や 大 阪 経 済 活 性 化 の た め 必 要 な 都 市 基 盤 整 備 に 関 す る も の 及 び 新

エ ネ ル ギ ー や バ イ オ・ラ イ フ サ イ エ ン ス 分 野 の 産 業 振 興 に 関 す る も

の に つ い て 、 特 段 の 配 慮 を 行 う こ と 。  

（ 本 府 が 特 に 優 先 順 位 が 高 い と 考 え て い る 個 所 は【 別 紙 】の と お り ） 

≪経済産業省・国土交通省≫ 



【別紙】

省庁名 事業名等 予算額 該当箇所
Ｈ24年度必要額

＜Ｈ23年度政府予算額＞

【街路事業】
阪神高速大和川線

　94億円（府実施分、国費）
　阪神高速道路㈱実施分：36億円
　堺市実施分：71億円

（本路線は、阪神高速道路㈱、大阪
府、堺市との共同事業。他事業者の
所要額確保もあわせてお願いするも
の。）

＜H23年度：75億円（府実施分）＞
　阪神高速道路㈱実施分：41億円
　堺市実施分：71億円

本線は、大阪都市再生環状道路の一部を構成し、都心部に集中
する交通を分散させ、渋滞を緩和するとともに、環境の改善や
経済活性化にも寄与する重要な都市基盤。H26年度の供用開始に
向け事業を着実に進める必要がある。
本事業は、最盛期を迎えており、引き続き、配分枠の拡充など
特段の予算措置が必要。

【連続立体交差事業】
南海本線（泉大津市）
南海本線・高師浜線（高石市）
近鉄奈良線（東大阪市）

53億円（国費）
＜H23年度：18億円＞

本事業は、安全上の観点と地元市や鉄道事業者との共同事業で
あることから、現地の工程を遅らせることなく進める必要があ
り、南海本線はH24年度に両側（泉大津）、25年度に片側（高
石）の高架化完成を、また、近鉄奈良線はH25年度に両側の高架
化完成を予定しているが、H23年度は、国配分が非常に厳しかっ
たことから、地元市とも協力し地方負担分を活用することで事
業進捗に出来るだけ影響が生じないよう取り組んでいるとこ
ろ。このような状況を踏まえた国の予算配分が行われるよう特
段の措置が必要。

社会資本整備総合交付金 1兆4,395億円国土交通省

理由（根拠）

平成２４年度政府予算案　特に配慮をお願いしたい個所について（大阪府関係）

政府予算案（Ｈ24年度予算額） 本府の個所付け希望



省庁名 事業名等 予算額 該当箇所
Ｈ24年度必要額

＜Ｈ23年度政府予算額＞

理由（根拠）

政府予算案（Ｈ24年度予算額） 本府の個所付け希望

経済産業省

①リチウムイオン電池応用・
実用化先端技術開発事業
②新エネルギー系統対策蓄電
システム技術開発
③戦略的国際標準化加速事業
④次世代エネルギー技術実証
事業

①20億円
②20億円
③13億円
④28億円

夢洲・咲洲地区において、バッテ
リー戦略研究センター機能の整備
やカセット式バッテリー開発・実
証等の展開により、世界No1のバッ
テリークラスターの中核拠点を形
成

1億4,500万円

国土交通省

①先導的都市環境形成促進
事業
②次世代大型車開発・実用
化促進事業

①5億6,400万円
②2億4,900万円

夢洲・咲洲地区において、カセッ
ト式バッテリー開発・実証等を展
開

1,000万円

経済産業省
次世代エネルギー技術実証
事業

28億円 1億7,500万円

国土交通省
次世代大型車開発・実用化
促進事業 2億4,900万円 3,000万円

次世代エネルギー技術実証
事業

28億円 3,750万円

イノベーション拠点立地推
進事業

140億円 1,800万円

経済産業省
北大阪地区において、事業性を確
保した運用によるスマートコミュ
ニティのビジネスモデルを構築

大阪・関西には、蓄電池をはじめとする新エネルギー関連の生
産・研究開発拠点が集積しており、これらのポテンシャルを活
かして、新エネルギー産業の振興を図ることが大阪・関西経済
の活性化の起爆剤となり得ることから、これら事業の実施主体
となる民間事業者等への優先的採択を行うこと。なお、当該事
業は昨年１２月に指定された「関西イノベーション国際戦略総
合特区」でも位置づけられている事業である。

咲洲地区において、カセット式
バッテリー搭載型次世代交通シス
テムの実証等スマートコミュニ
ティ関連技術実証を展開



省庁名 事業名等 予算額 該当箇所
Ｈ24年度必要額

＜Ｈ23年度政府予算額＞

理由（根拠）

政府予算案（Ｈ24年度予算額） 本府の個所付け希望

経済産業省
課題解決型医療機器等開発
事業

25億円

北大阪（彩都等）地区における、
診断・治療機器・医療介護ロボッ
トの開発促進、医療機器等事業化
促進プラットフォームの構築
（医工連携、産学医連携拡大の促
進等）

2億3,000万円

経済産業省
医療機器・サービス国際化
推進事業

10億円

北大阪（彩都等）地区における、
診断・治療機器・医療介護ロボッ
トの開発促進、医療機器等事業化
促進プラットフォームの構築
（開発途上地域への国際展開を視
野に入れた医療機器開発）

1,300万円

経済産業省
地域新成長産業創出促進事
業

7.3億円

北大阪（彩都等）地区における、
診断・治療機器・医療介護ロボッ
トの開発促進、医療機器等事業化
促進プラットフォームの構築
（新規の医療機器開発に向けた、
大学、企業等のマッチング、コン
ソーシアムづくりを支援）

3,000万円

経済産業省
成長産業・企業立地促進等
施設整備費補助金

５億円
大阪大学内に整備される「最先端
医療融合イノベーション拠点」で
の共同利用研究設備の整備。

1億5,000万円

 大阪・関西には、バイオ医薬品や再生医療、医療機器など最先
端の研究開発を進める企業、研究機関が集積している。
 これらのポテンシャルを活かして、バイオ・ライフサイエンス
分野の産業振興を図ることが、大阪・関西経済の活性化の起爆
剤となり得ることから、これらの事業の実施主体となる民間事
業者や研究機関等への優先的採択を行うこと。なお、当該事業
は、昨年１２月に指定された「関西イノベーション国際戦略総
合特区」でも位置づけられている事業である。


